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はじめに
　本稿は、平成29年度に実施した特許出願技術動向
調査のうち、CO２固定化・有効利用技術について紹
介します。
　CO２固定化・有効利用技術はCO２削減に貢献する
技術であり、2016年11月に発効した気候変動抑制に
関する「パリ協定」が注目されているところ、近年、
特許出願も増加しています。

　本稿では、CO２固定化・有効利用技術について、
技術概要、市場動向、政策動向、特許出願動向、研
究開発動向等の調査結果を説明し、今後の研究開発
の方向性を提言として示します。

１．技術概要

　気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第５
次報告書によると、最も温暖化が進んだ場合には、
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2100年までに世界平均地上気温は2.6�℃〜4.8�℃上昇
し、世界平均海面水位は0.45�m〜0.82�m上昇する可
能性があると指摘されています。
　気候変動を抑制するためには温室効果ガス
（GHG）排出量の抜本的かつ持続的な削減が必要で
す。世界の人為的なGHGの排出量は増加を続けてお
り、今後も世界的な経済成長と人口増加に伴って大
幅に増加すると予測されます。CO２は人為的GHGの
76％を占めており、特に人為的GHGの65％を占める
化石燃料燃焼・産業プロセス起源のCO２について削
減技術の進展が期待されています。
　図１にCO２固定化・有効利用技術における技術俯
瞰図を示します。本調査は、①CO２の分離回収、②
CO２の固定化、③CO２の有効利用を主要な対象技術
分野とします。

　調査範囲及び調査手法については以下のとおりで
す。
①　調査範囲

・特許文献
出願年（優先権主張年）：1998〜2015年
（京都議定書（「３．政策動向」をご参照くだ
さい）が採択されたのが1997年のため、出願年
（優先権主張年）を1998年以降としています。）
出願先国（地域）：日本、米国、欧州、中国
及び韓国の５か国（地域）
使用した商用データベース：�Derwent�World�

Patents� Index
（DWPI）

� �（Clarivate�Ana
lytics社が提供）

図１　技術俯瞰図

注）本調査の対象範囲は破線内


